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●臨時総代会で決定した内容は以下の通りです。 
 

   １．２０１２年度下期（11月頃）に新規出店を 

   行います。 
   
 

   ２．新しい店の場所は、佐賀新栄西２丁目の 

       借地３４９８坪にします。 
 

   （１）コープさが生協の店舗６００坪（その内、売場面 

           積は４００坪）とテナント棟（６４０坪）の２棟を建設 

   （２）供給高は年間１０億円で計画 

   （３）造成費用、建物２棟と構築物の建設費、設備費 

           用、敷金で、投資総額は５.９億円で計画 

 
   

   ３．今後、新店の内容やテナントの具体化を、 

        新店周辺のエリアからも参加する「新栄西 

        店(仮称)準備委員会」を設置して進めます。 

 １０月２６日に臨時総代会を開催しました。 

 議題は「新規出店の件」で、審議の結果、来年度の下期   
 (2012年11月頃)をめざし出店することを決定しました。 

<議案の採決結果> 

  第１号議案 「新規出店の件」 
 
 
   
   出席者総数 2１３名 

    （内訳）  総代   95名 

                  委任     8名 
            書面議決  110名 

（総代総数231名） 

審議での答弁 

喜多専務理事 

開会挨拶 

半田会長 

議案提案 

村田理事長 

総代から選出された３名の議長団 

新店の用地(佐賀市新栄西２丁目、現在は農地） 

賛成 反対 保留 

圧倒的多数 44 10 

コープおおいた「下郡店」の視察報告 

干潟常任理事 

臨時総代会での採決の様子 



議案審議の経過 
 

 理事会からの提案後に質疑に入りました。１１名の総
代から意見や質問が出され、約８７分にわたる活発な
審議が行われました。採決の結果、８割近くの賛成で、
原案どおり決定しました。  

新店舗を出す理由について 
  

（１）地域の組合員のくらしに役立つことです。 

① 店舗での商品の供給を通じて地域の人々のくらしに
役立ちます。安全・安心や栄養のバランスを考えた商
品、調理方法の情報を提供し、鮮度のいい肉、魚、野
菜と、惣菜の提供で、豊かで健康的な食生活を送れる
ようにします。 

② 店舗は暮らし全体を支援できるような情報を、地域
県民や社会へ受信・発信できる場です。共済などの
サービス事業、資源リサイクルなどの環境問題などにも
取組みます。 

③ 無店舗では１週間に１回の配達です。お店があるこ
とで、必要な生協の商品が必要なときに購入できるよう
になります。 

④ 私たちの強い願いである「地産地消」の取組みを展
開する上で、共同購入に比べて店舗は少量多品目の
販売が可能となります。地域に役立つ事業として、地
場の商品作りを育てていきます。 

⑤ 生協の主力の無店舗事業は１ヶ月１組合員平均１万
８千円の利用があります。佐賀県の家計支出は食費で
月６万２千円と非食品で１万円の合計７万２千円が平
均です。共同購入に加えて店舗があることで組合員の
より多くの利用が可能になり、暮らしの中で生協の比重
を高めることができます。 

 

 

（２）組合員の店舗運営への参加が可能です。 

① 店舗を組合員の意見を反映しながら、利用しやすい
店にしていくためにも、組合員の参加が必要です。店
舗運営委員会などは主人公としての組合員の重要な
参加の場となります。商品の知識や、料理方法など、
店や売り場を基盤にした活動は多様です。 

② 商品の品質や、職員の応対などに対して、組合員
が率直にものを言えるのが生協の店です。スーパーで
はなかなか出来ないことです。お店を良くするために
組合員と職員が手をつなぎ合える店です。 

（３）再生１号店としての「佐賀の店」の持つ意味 

① さが南店の失敗の要因を参考にして、ローコストで
運営できるようにするために低い初期投資と低い運営
コストを目指します。すでに大分県や長崎県の生協店
舗で、北部九州でのモデル店舗がいくつか成功してい
ます。その店をベースに新しい店は設計をします。 

② 佐賀県での再生１号店は、赤字になりにくい店舗と
しての必要規模や職員の体制、テナントとの連携によ
り集客力をアップするなど、長く存続できる「店舗」とし
てあるべき店舗の目標を設定しています。 

③ 店舗のある地域の１番店としての可能性をもつ立地
を規模、集客力を試算して評価しています。背伸びす
ることなく、安定した経営が出来る店は最初の計画が
大事です。立地選考から始めて、これまで４年間の積
み上げた準備があります。 

④ 店舗事業連帯の力で、本部管理コストの半減、仕入
れ営業力の共有と、年間５２週を通した、季節性のある
店舗売り場作り支援が可能となっています。統一事業
化によりコープさが内部に店舗本部をおく必要はあり
ません。 

｢マリトピア」がある「新栄
小前交差点」から西へ約
１００ｍの地点。道路南側
の駐車場と奥の農地が、
新店用地です。 

【出店予定地の地図】 

損益予測 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度     ( 備 考 ）

総計 供給 4,300,000 4,666,000 5,166,000 5,227,600 5,290,100
GPR 19.6% 19.8% 20.2% 20.1% 20.1%
供給剰余 841,400 922,800 1,041,400 1,053,300 1,065,400

無店舗 供給 4,235,000 4,108,000 4,108,000 4,169,600 4,232,100
GPR 19.5% 19.3% 19.3% 19.3% 19.3%
供給剰余 825,800 794,500 792,800 804,700 816,800

店舗 供給 65,000 558,000 1,058,000 1,058,000 1,058,000

GPR 24.0% 23.0% 23.5% 23.5% 23.5%
供給剰余 15,600 128,300 248,600 248,600 248,600

手数料 共済 63,500 64,500 65,500 66,500 67,500
不動産賃貸 52,000 65,000 81,000 81,000 81,000
個配 53,000 53,000 53,800 54,900 56,000
斡旋 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
学校 60,000 58,800 57,000 55,300 54,200

供給総剰余 1,071,700 1,165,900 1,300,500 1,312,800 1,325,900
諸経費 974,500 1,128,500 1,194,500 1,197,700 1,200,900

人件費 552,000 616,000 642,000 645,200 648,400
物件費 422,500 512,500 552,500 552,500 552,500

事業剰余 97,200 37,400 106,000 115,100 125,000
事業外 収益 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

損失 250 250 250 250 250
経常剰余 108,950 49,150 117,750 126,850 136,750
特損 10,000 30,000 50,000 30,000
税金 9,000 9,000 7,800 31,000 43,800
当期剰余 89,950 10,150 59,950 65,850 92,950

累積剰余 ▲ 53,450 ▲ 43,300 16,650 82,500 175,450

▲ 143,400 千円。

(金額単位：千円）

※ 2010年度末累積剰余は

新店関係で大幅プラス

12年は97%伸長

新店は12年度5億円、13年度以降
10億円

毎年101.5％の伸長

2012年６名プラス

●全体（無店舗＋店舗）損益予測　（2011～2015年度）

32%で計算

現状維持
毎年減少


